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特別損失の計上に関するお知らせ 

 当社は、平成 23 年 12 月期第１四半期において、下記のとおり特別損失を計上することになり

ましたので、お知らせいたします。 

記 

1． 特別損失の内容 

平成 23 年 12 月期第１四半期 事業構造改善費用 20,829 千円 

 事業構造改善引当金繰入額 16,456 千円 

2． 計上に至った経緯 

当社は投資用マンション「グリフィンシリーズ」の企画・販売を事業領域の中心に据えてまいり

ましたが、平成 23 年１月 17 日付で国土交通省関東地方整備局より、宅地建物取引業法第 65 条第

２項に基づく業務停止処分を受けたため、平成 23 年２月 1 日から平成 23 年２月 22 日までの 22

日間、宅地建物取引業法に係る全部の業務を停止いたしました。 

当社はこの処分を厳粛に受け止め、業務停止期間後におきましても、処分の要因となりました電

話による販売営業活動を停止し、投資用マンション事業を大幅に縮小することを決定いたしまし

た。 

さらに、投資用マンション事業の規模縮小に伴う経営合理化の取り組みとして、平成 23 年１月

28 日付「希望退職者募集及び特別損失発生の見込みに関するお知らせ」、平成 23 年２月 10 日付

「希望退職者募集の結果に関するお知らせ」、平成 23 年２月 25 日付「人員削減による経営合理化

の取り組みに関するお知らせ」及び平成 23 年３月 10 日付「人員削減による経営合理化の取り組

みの結果及び特別損失発生に関するお知らせ」にて発表いたしましたとおり、人員削減を行いま

した結果、退職金の支給等の事業構造改善費用が発生いたしました。 

また、人員の減少に伴い、平成 23 年 12 月期第２四半期において、事務所の一部返還を予定して

おり、それに伴う原状回復工事等の事業構造改善引当金を見込むことになりました。 

3． 今後の見通し 

今後の業績に与える影響につきましては見通しが不透明であるため、平成23年２月21日付「平

成 22 年 12 月期 決算短信」にて発表いたしました数値を据え置いております。今後、業績予想

の修正が必要と判断される場合は、速やかにお知らせいたします。 

以 上 


